２００９年２月４日
消費税廃止各界連の０９年度運動方針（確定）
〈はじめに〉

　この間の全国の運動と世論によって、政府・財界が目論んだ消費税増税のシナリオを次々狂わせてきました。最近でも、２００３年の年初に当時の奥田碩経団連会長が「２００４年から毎年１％ずつ消費税を引き上げ、２０１５年には16％にする」と言明、安倍政権も「２００７年度に消費税を引き上げる」ことを狙い、福田政権も基礎年金の国庫負担を２分の１に引き上げることを口実に「２００８年度中の消費税引き上げ」を狙いましたが、ことごとく私たちの運動と国民世論で葬り去ってきました。この成果をまず全国の組織、構成員、役員・活動家は確信としていきましょう。
　アメリカの金融危機に端を発した世界同時不況により日本も急速に景気が悪化するなか、輸出大企業が率先した派遣労働者の首切り・「雇い止め」に対して、年末からの「年越し派遣村」に見られるように労働組合、派遣労働者を先頭に反撃が始まり成果をかちとっています。同様に07年参院選で切り開いた「国民の声が政治を変える」情勢をふまえて、年金者、医療関係者、農業者、中小業者、女性、青年など、各階層の運動も発展しており、これらの社会的反撃と連帯がいっそう広がり、共同の力を強めて麻生内閣を追い詰めていく運動が期待されています。消費税実施20年の今年は、必ず総選挙がある年でもあります。増税計画を阻止するには総選挙こそ「最大のチャンス」です。増税勢力に厳しい審判を下し、増税計画を再び持ち出すことができない状況をつくりだすために、全力をあげていきましょう。
　しかし、国民から反発を受けても、麻生・自公政権が財界の意を受けて繰り返し「消費税増税」を言いするように、消費税の増税か税率引き上げ阻止かは、支配層との階級的なたたかいであり、相手が必死になってかかってくることも事実です。総選挙のある今年が、たたかいの最大の山場であることを肝に銘じ、気を引き締めたたたかいをすすめましょう。４、５月の解散もありうる情勢の中で、たたかいを急速に強めるために、代表者会議の開催を早めて意思統一をおこなうことにしました。
　本日の会議の目的は、
①国民の審判を受けずに09年の税制「改正」関連法案の付則に書き込んで、２０１１年度からの増税をたくらむ政府・与党を打ち破るための全国的な意思統一をおこなうこと、
②そのためにも各地のすすんだ活動・経験から学び合い創意工夫をいっそう進めるため、活動を交流し、運動にただちに生かしていくこと、です。

〈０８年4月以降の運動〉

①この間の経過（中央での行動を中心に）
　消費税強行成立から20年という年にあたり、9団体トップのアピール、財務省前行動などにとりくみ、12月24日は約２０００カ所での行動、署名は約５３０万となりました。

・消費税導入20年目となる４月１日を中心に「全国いっせい宣伝」を呼びかけ、２５００カ所以上での宣伝が繰り広げられました。

・４月16日、全国代表者会議を開き９団体、27県の代表85人が参加。08年度の運動方針を決めました。午前中は40人が国会行動をおこない、３万４千余の署名を提出しました。

・６月11日、国会要請行動をおこない、４団体、３県から40人が参加し、署名８５６６人分を提出しました。

・10月1日に国会要請行動９団体地域から22人が参加し、７千人分の署名を提出しました。
・10月31日、麻生首相の増税発言に各界連事務局長名の抗議談話を発表しました。

・11月13日、初めて財務省前の抗議行動をおこない、17団体・地域の１９０人以上が参加しました。「麻生首相と財務省は増税計画を撤回せよ」の声を突きつけました。
・12月10日に事務局団体9団体トップによる「消費税強行成立20年　大増税計画撤回！　緊急に食料品など生活費非課税を求める　全国いっせい大宣伝行動」の成功を呼びかけるアピールを発出しました。

・12月24日、全国いっせい宣伝行動を展開、全国で約２０００カ所で宣伝しました。

・1月14日、雷門前で新春宣伝行動をおこないました。７団体25人参加、署名75。
②地域でのとりくみ
　この半年間、各地で創意あふれる取り組みが繰り広げられました。県、地域での学習会や懇談が多く開催され、広範な団体との懇談、共同の宣伝もすすみました。宣伝グッズや宣伝形態も工夫され、世代を問わず反応は年末に向けて急速によくなり、若者からも注目を受けていることが特徴です。
＜宣伝＞　
・宣伝ではのぼり、横断幕、ゼッケン、署名犬などの着ぐるみ、サンタ衣装、プラスター、チラシ入りティッシュペーパー、風船、チョコレート、「１年間の消費税額は？」を問うクイズ、シール投票、ピンポン球投票、バンド演奏、宣伝カーテープなど宣伝グッズや宣伝形態が工夫されました。埼玉県連絡会がティッシュやのぼりを、愛知連絡会が独自に携帯電話に張れる12枚の干支のシールと６枚セットのパネルを作成しました。
・場所などでは駅前、商店街、スーパー前、生協店舗前、市場、イベント広場、道の駅、地域の祭り、成人式会場、元日の初詣の場所など工夫され、また宣伝カーでの流し宣伝、自動車キャラバン、地域に入っての戸別訪問での署名の訴え、「やめてよ消費税増税、県民集会」、びわ湖一周キャラバン、全県８カ所１０００人の「もう黙っていられない」デモ行進、ちょうちんデモ、昼デモなども各地でおこわれました。「ゼロの日」行動として、10、20，30日に宣伝するなどの工夫もおこなわれました。
・共同の宣伝では、社保協と一緒に後期高齢者医療制度反対の署名と共同、９の日宣伝・憲法署名との共同、国民大運動実行委の宣伝行動との共同などにとりくみました。
＜学習会、懇談・要請、自治体請願など＞
・森田実氏を講師にした宮城ネットの学習会（6月）、森永卓郎氏を講師にした９５０人が参加した京都各界連の学習会（11月）など、積極的な学習会が開かれました。また各団体の学習会へも各界連やなくす会、民商などから講師派遣をおこないました。

・愛知県各界連が愛知県議会へ２３０団体で陳情（６月）、埼玉県各界連が３４６団体で県議会に請願（9月）、東京・北区各界連が６千署名で区議会請願（12月）にとりくみました。兵庫県、岡山県各界連が全自治体への請願・陳情活動をおこないました。
・宮城ネットが11月に独自に国会要請をおこないました。

・福岡県各界連が百貨店協会など団体懇談（４、５月）、愛知県連絡会が商工会議所・チェーンストア協会などと懇談（5月）、新潟県各界連が18の業界団体・組合と懇談（６月）、滋賀各界連が32団体申し入れ（9月）、愛知県連絡会が同友会、中央会などと懇談（7月）、にとりくみました。
・総選挙に向けての政党・候補者アンケートに保団連、山形地区各界連、石川県各界連、神奈川県各界連が取り組みました。

＜到達点＞
・約半年間で、以下の地域各界連が再建・活動再開されました。
　秋田・酒田、福島・白河、新潟・加茂田上、埼玉・春日部、同・越谷、同・三郷、京都・上京、岡山・倉敷、福岡・大牟田、同・門司
・以下の自治体で、この半年間に、「消費税増税反対」決議・意見書が採択されました。
　長野・小諸市、埼玉・北本市、同・本庄市（趣旨採択）、同・鳩山町、奈良・大和郡山市、岡山・備前市、同・和気町、同・吉備中央町、同・新庄村（全国集計は別紙）
・12月のいっせい行動では、約２千カ所で宣伝行動がおこなわれ、約３万８千人分の署名が集約されました。新婦人は独自の全国集計を行いました。
・１０００万対話・署名は１月末現在で約５３０万人分に達しています。

　（08年１月・３００万、６月・４２５万、11月・５００万）

〈消費税をめぐる情勢〉

1 増税勢力の動向　
麻生内閣が「２０１１年度からの消費税増税」を閣議決定したことをふまえ、２００９年度税
制改正関連法案の附則に「２０１１年までに必要な法制上の措置を講じる」を明記して、法律で増税の道筋を示して国民を縛る新たな策動が始められており、国民的反撃が求められます。
・麻生首相は１月４日の年頭会見で「景気回復後に消費税増税をお願いすると申し上げた。政府・自民党として無責任なことはできない」と強調し、急速な景気悪化・雇用破壊などに苦しむ国民へ、あくまで負担増を押し付ける姿勢を示しました。昨年12月24日には「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた『中期プログラム』」を閣議決定しました。そこでは、消費税を「社会保障の主要な財源」にするという国民だましの論理を繰り返し、法人税の実効税率引き下げの検討も盛り込むなど、「消費税増税を法人税減税の財源に」の狙いも明らかになっています。また、「２０１０年に必要な法的措置を講じる」としていた原案より若干表現を変えたものの、「２０１１年度より実施できるよう、必要な法制上の措置をあらかじめ講じ、２０１０年代半ばまでに段階的におこなって持続可能な財政構造を確立する」とし、「２００９年度の税制改正に関する法律の附則において、税制の抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする」としています。
・これに基づき、09年税制「改正」関連法案の付則に２０１１年度からの消費税増税を書き込み、自民党内の反対意見を抑えて成立を図っています。これは増税の道筋を法制化して国民を縛り、反対運動を沈静化させようという新たな策動です。
・政府関係機関も総選挙を意識して表現は弱めている場合が多いものの、社会保障財源には消費税増税しか考えていないこと、２０１０年代半ばに税率の２けたへの増税、を提言していることは一致しています。
・社会保障国民会議は08年11月4日に最終報告を出し、｢社会保障の機能強化」の財源として２０１５年に最大で消費税率11％、25年に13％分の負担増が必要だとしました。
・政府税調は08年11月28日に「平成21年度の税制改正に関する答申」を首相に提出。消費税を含む税制の抜本改革について、中期プログラムで増税実施時期を明らかにするよう求めるとともに、昨年の答申に掲げた「社会保障費は消費税引き上げで賄うとの姿勢を明らかにすること」、「法人実効税率の引き下げは必要」などを堅持すべきと強調しました。また２００９年度税制改正で企業の海外子会社の利益を非課税にする制度の導入など大企業優遇税制のいっそうの拡充を求めました。
・与党税制調査会は08年12月12日の「平成21年度税制改正大綱」で消費税増税の時期を「２０１０年代半ばまでに」とし、「３年後からの増税」を明記することはできませんでした。
・民主党は12月24日、「民主党税制抜本改革アクションプログラム―納税者の立場で『公平・透明・納得』の改革プロセスを築く―」を発表。「増税する場合は総選挙で国民の審判を受ける」と将来の増税方向を示したことは重大であり、「消費税は社会保障目的税に」すること、「法人税減税を検討」すること、「所得税の給付付き税額控除」をおこなうために「税・社会保障の共通番号制の導入」を提唱するなど、立場が与党と共通点が多く、大増税と納税者背番号制への道を開く危険性があります。
・マスコミは依然、年金・社会保障財源を口実にした「消費税増税やむなし」との政府・財界の意向に沿ったキャンペーンを強めています。
②国民生活の実態と意識動向
かつてない貧困と格差の広がりに世界同時不況が襲い掛かり、国民に苦難を押し付けています。しかし、国民の反撃は各階層に広がり、政府・財界・マスコミの世論誘導にもかかわらず、この間の世論調査では多くの国民が消費税増税を表明し、増税を押しとどめています。
・大企業は10年前に比べて年間５兆円規模の減税の恩恵を受け、世界同時不況により「減益」が予想される中でも、内部留保は２００８年９月末時点で２５５兆円に上ります。

・一方、労働者の所得は連続で減少し、年収２００万円以下のワーキングプアが１０３２万人（08年9月）となっています。さらに昨年秋以降、派遣労働者の「雇い止め」が相次ぎ、今年は正規労働者への退職勧告や首切りがいっそう激しくなることが予想されます。

・生活保護世帯が１１４．７万を突破（08年10月時点）し、国民健康保険料の滞納世帯は４５３万で全加入世帯の20・９％と最悪になる（08年６月時点）など、貧困と格差の広がりは、依然深刻な状況です。
・中小業者は、長引く消費不況と原材料高騰に加え、世界的景気悪化を理由にした仕事打ち切り、売り上げ減少で生活と経営の困難が増大しています。この間の高齢者への負担増に加え、08年4月１日から強行された後期高齢者医療制度により、高齢者の苦難はいっそう強まっています。
・「２０１１年度からの消費税増税に反対」と回答したのが毎日で67％（賛成27％）、日経で「反対」67％、（賛成24％）です（09年１月26日付）。
・NHK調査では２０１１年度からの消費税増税を「大いに評価する」４％、「ある程度評価する」29％で合計33％だったのに対して、「あまり評価しない」30％、「まったく評価しない」31％で61％でした（09年１月13日）、フジテレビ系のＦＮＮ調査では消費税増税について「評価できる」24・３％、「将来的な引き上げの必要性は理解できるが、今言い出すべきではない」51・５％、「将来的にも引き上げるべきではない」21・５％と73％が現時点の増税姿勢に反対を表明しています（１月10～11日調査）。読売新聞では消費税引き上げを「大いに評価する」８・５％、「多少は評価する」27・８％の合計36・３％に対して、「あまり評価しない」23・４％、「全く評価しない」35・７％の合計59・１％でした（09年１月９～11日調査）
③経済団体、労働組合の動向

　経済団体や労働組合からも増税反対の声が広範にあがっています。

・中小企業団体中央会は08年11月20日に開いた第60回大会の決議で「拙速な消費税率引き上
げ議論反対」との見出しで、「消費税引き上げの議論は原油・原材料の価格高騰により中小企業

の経営が大幅に悪化している現段階では、内需不振が続く中で消費税源を誘発することになるの

で絶対に反対である」と従来より厳しい表現になっています。
・全国商工会連合会も08年10月31日、政府の追加経済対策に対して「消費税については、３

年後の増税がうたわれているが、我々中小企業の意見は全く聴取されていない。現下の経済情勢

では、消費への悪影響、中小企業への負担増につながる消費税の増税には反対せざるを得ない」
と清家孝会長のコメントを発表しました。
・百貨店協会は08年7月11日の「税制改正要望」で「消費税率の引き上げには、徹底した歳出
削減が不可欠であり、個人消費が脆弱な現状では引き上げる状況にない」と反対を表明していま
す。チェーンストア協会は08年9月24日の「税制改正要望」で「税制の抜本改革と言いながら
も『消費税率の引き上げ』がクローズアップされ、このことのみの議論がなされていくことに疑
問を感じます」と直接反対は言わないものの、苦言を呈して歳出削減や税と社会保障全体の負担
と控除について議論を進めることを要望しています。

・全国中小小売商団体連絡会は12月３日に第13回全国中小小売商サミットを開き、「中小企業

向け緊急対策」「商店街活性化」「拙速な消費税率の引き上げ反対」「事業承継税制」の4項目を決議し、麻生首相にも要望しました。
・全労連が消費税引き上げに強く反対し署名を進めています。連合も昨年の政府税調答申に対し
て08年11月28日に古賀伸明事務局長談話で「今年の答申では、昨年までのサラリーマン増税
路線は、一応、影を潜めている。しかしながら、消費税アップや各種控除の縮小など中低所得者
層に負担を押し付ける昨年答申で示した『中期的な改革の考え方は、その後の大きな情勢変化の
中でも、揺るぎなく堅持すべき』とし、政府・与党が年末に作成する『中期プログラム』への反
映を求めている。政府・与党の方針として、サラリーマン増税路線が再浮上する可能性もあり、
予断を許さない。連合は、引き続き、サラリーマン増税阻止の旗を掲げていく」と述べています。
〈09年のたたかいの方向と重視する点〉

＜運動の基本的方向＞

～総選挙で増税勢力に審判を下し増税ストップを～総選挙では、「２０１１年度からの消費税増税」を強調して国民への挑戦姿勢を示す麻生内閣・自公政権の反国民性を徹底的に暴露し、マスコミなどのキャンペーンに対抗して、「消費税増税ではなく減税を」「緊急に食料品など生活必需品非課税を」などの主張を世論化していきます。そして、政党・候補者が「消費税増税」を口にできない状況をつくって、総選挙に追い込み、「増税断念」をかちとっていく、攻めの運動を展開します。

＜とりくみの具体的方向＞

　～消費税増税しなくても財源はある～消費税増税は経済を悪くする最悪の選択であること、財源は聖域なく見直せば十分であることを広く知らせます。そのために、以下の点を重視します。
①消費税増税は景気悪化を加速し、内需拡大に逆行する最悪の選択であることを示す。

・多くの国民や団体などからも内需拡大策が必要であることが言われている中、消費を冷やす消費税増税は正反対であり最悪の選択。

・庶民減税で家計を温めることこそが景気対策になる。

②「財源がない」との理由に対して、財源はあることを示す。
・この間の行き過ぎた大企業・大資産家向けの減税をただすこと。消費税導入直前から比べ、現在は法人税が42％から30％に、所得税の最高税率が60％から40％に引き下げられており、これを元に戻せば５兆円の増収となる。
・資本金10億円以上の大企業は、減益になるといっても08年９月末時点で２５５兆円の内部留保があり、体力は十分ある。もうけを社会に還元すべき

・中所得者でも所得税が20％なのに比べ、本則で20％を10％に軽減している証券優遇税制は、所得100億円以上という高額所得者10人に１８３億円も減税している不公平な制度。
・不公平税制をただす会、国公労連などが毎年出している財源試算で、不公平税制をただせば国税・地方税を合わせ21兆円もの財源となる。

・不要不急の大型開発や道路建設、５兆円規模の軍事費、米軍への思いやり予算、政党助成金、行政の無駄遣い、などの無駄遣いの見直しで、増税なしでも社会保障財源をつくり、財政再建をすすめていくことは可能。
・国と自治体の借金９００兆円の脅かしに対して、国全体では資産超過である。
③「社会保障財源にふさわしい」という増税勢力のごまかしを打ち破る。

・社会保障の主要な財源を負担能力の低い庶民に負わせるやり方は、いっそう貧困と格差をひどくして社会保障に反するという点とともに、国の責任を放棄し社会保障制度の理念に反する。社会保障財源は負担能力の高い大企業、大資産家が主要に負担すべき。

・「給付に見合った負担という視点及び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点」（中期プログラム）という論理を押し出しているが、消費と社会保障給付は関係がないこと、憲法の要請する応能負担に反する。
・「社会保障のため」と言われながら社会保障は連続改悪されてきたこと、消費税の08年度末までの税収２０１兆円は法人３税の減収１６４兆円の穴埋めに消えた、というのが消費税20年の事実。

・消費税はそもそも反国民的、不公平な税制。消費税の６つの問題点（消費を冷やす、逆進性、中小企業つぶし、大企業への輸出戻し税、リストラ促進、軍事費財源）の本質は変わらない。

・税制のそもそもについて学習を強め、憲法が要請する原則は「応能負担」「生活費非課税」であること、税制が本来持つ重要な機能としての再分配機能強化が必要。

＜運動の節目＞

１、本日の会議から消費税実施20年の４月1日まで「消費税増税の法制化阻止、宣伝と学習、地域各界連再建・強化期間」にします。

①消費税増税を法律に書き込むことが狙われており、法律で国民を縛り反対運動を沈静化させようとする策動を打ち破るため、春闘時期、確定申告期でもあるこの時期の運動を強化する。
②毎月の宣伝を定例化し、学習会・地域での行動を強化する。

②各団体の春の運動と結合して各界連の活動を強め、４月１日を中心とした「いっせい行動」は、主要駅、主要商店街、商業施設などを重点に前年を大きく上回る全国３０００カ所規模での行動をめざす。

③４月１日までに１０００万対話・署名を達成めざし奮闘。地域により人口過半数など新たな目標でとりくむ。署名用紙を当面、総選挙終了までの予定で新しくする（別紙）。
④地域各界連の再建･強化で６００をめざす。
＊この間に総選挙になれば、政党・候補者アンケート、政策や実績を広く有権者に知らせる活動を強めて、増税勢力に審判を下す活動に力を入れる。

２、４月から９月末までを「総選挙で審判を下す、宣伝・学習・対話運動」（仮称）に。

１、の宣伝、学習、対話を強めることを継続し、

①春までの署名の到達点をふまえ、４～５月に国会行動を設定し署名提出行動をおこなう。

②全国的意義をもつ７月の都議会議員選挙でも候補者・政党アンケートを重視し、有権者に判断材料を提供。

３、総選挙後の情勢は予断を許さないが、「消費税増税反対」を公約した勢力・候補者の公約を守らせるとともに、10月～12月の与党・政府税調の審議で「増税答申」を出させない運動をすすめる「公約を守らせ、増税答申・法案を出させない運動期間」（仮称）とする。

●地域・地方で重視する点
・自治体や地域の人口・有権者数などと、各団体の支部や分会などの組織勢力などを明確にし、
「大運動をまきおこすために、どういう規模の運動が必要か」「そのための草の根の地域各界連がどれだけ必要か」など、具体的なイメージを明らかにしていく。
・各種宣伝物を活用し、対話を重視した攻勢的宣伝を強める。シール投票、ひとことメッセージ、独自の宣伝チラシ、ティッシュなどを工夫。
・地域の各層・各分野のこれまでの枠を超えた団体に署名での協力申し入れや懇談を強める。
・地方議会に、消費税増税反対の国への意見書採択の要請を強める。
・地元国会議員・候補者への消費税増税反対の要請行動を強める。

・首相、政党、マスコミなどへのはがき、メール、投稿など意見表明の活動をすすめる。
・中央の著名人の「増税反対アピール」（仮称）に呼応してのアピール賛同運動をすすめる。
●中央各界連としての努力方向
・財務省行動、国会要請行動などを情勢に応じて設定。

・広範な中央団体への申し入れ、懇談を強め共同を広げる。
・著名人の「増税反対アピール」（仮称）の賛同を組織し、世論形成への武器とする。
・マスコミへ積極的に情報提供。

・ニュース発行で情報の提供、交流促進。毎月の宣伝用にチラシ版下、スポット例を提供。
・新しい大量普及の宣伝物を検討。自治体請願サンプルを提供。
・ホームページを充実させていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
（参考１）昨年の消費税をめぐる動き
・日本経団連の御手洗会長は「２０１５年までに（消費税を）５％引き上げ」ると明言。また「毎年１％ずつ上げていくことも一つの選択枝」とも述べました。

・福田首相（当時）が６月17日、「（消費税増税へ）決断のとき」と発言。「日本は世界有数の高齢化社会だ。その国が（消費税）５％でやっている。だからこれだけ財政赤字を背負っている。その辺のところを決断しないといけない。大事な時期だ」と、引き上げが不可避であるとの認識を示しました。
・「決断のとき」発言後、政府・与党から「この秋冬で決めるとの趣旨ではない」と打ち消し発言も続き、福田首相は６月23日に「２～３年で判断したい」と内容を後退させ、閣僚や与党幹部も「来年度は困難」と相次いで発言しました。

・「骨太方針２００８」が６月27日に出され、「消費税を含む税制の抜本改革を早期に実現する」と明記。

・「経済財政白書」が７月22日出され、「増大する社会保障費を賄うため」との口実で、白書としてはじめて消費税率の引き上げを中心とする税・社会保障制度の一体改革の必要性を強調。

・日本経団連は７月25日の夏季フォーラムで消費税率引き上げを盛り込んだ政策提言「アピール２００８」を発表しました。また御手洗会長は７月31日、外国特派員協会で講演し「火の粉をあびても消費税の引き上げを強調する」と発言しました。

・福田首相が９月１日に退陣表明。

・総裁選直後のインタビューで麻生氏が「２０１５年まで毎年１％ずつ消費税を上げる」と発言しました。９月24日の臨時国会で第92代総理大臣に就任。

・日本経団連は10月２日、「税・財政・社会保障制度の一体改革に関する提言」を発表し、遅くとも２０１１年度までに消費税を10％にすることと法人税減税をセットで提言しました。

麻生首相は10月30日、追加経済対策を発表すると同時に、「3年後に消費税の引き上げをお願いしたい」と国民に増税を押し付ける考えを明言しました。

・11月24日、英国は０９年末まで１７・５％の消費税（付加価値税）を２・５％引き下げることを発表し、ＥＵも税率引き下げを指示しました。英国のダーリング財務相は消費税の引き下げについて「全員を支援する最良で最も公平な方法」「商品とサービスを安くし、消費を促進し、成長を刺激する」と強調しました（11月26日「赤旗」など）。
・政府税調が11月28日に来年度税制「改正」答申を提出し、昨年の答申を堅持すること、政府の「中期プログラム」で消費税増税時期を明記することを求めました。

・与党税制調査会が12月12日、「平成21年度税制改正大綱」を発表。「消費税を含む税抜本改革を経済状況の好転後に速やかに実施し、２０１０年代半ばまでに持続可能な財政構造を確立する」としました。同日も、麻生首相が「（３年後に消費税増税を実施するという）立場はまったく変わっていない」「２０１１年度から消費税を含む税制抜本改革を実施したい」と発言。

・12月24日、「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた『中期プログラム』」を政府が閣議決定。税制抜本改革の道筋を「２０１１年度より実施できるよう、必要な法制上の措置をあらかじめ講じ、２０１０年代半ばまでに段階的に行って持続可能な財政構造を確立する」。

・12月24日に民主党が「民主党税制抜本改革アクションプログラム」を決定しました。

・09年１月４日、年頭会見で「景気回復後に消費税増税をお願いすると申し上げた。政府・自民党として無責任なことはできない」と強調し、急速な景気悪化・雇用破壊などに苦しむ国民へ、あくまで負担増を押し付ける姿勢を示しました。

（参考２）各地の学習会、代表者会議など
・宮城ネットの学習会（６月）、和歌山県各界連が社保協と共同でシンポ（6月）、愛知連絡会の学習会（7月）、三重県各界連の学習会（7月）、山形地区各界連が学習会（8月）、京都各界連が学習交流会（７月）、同じく学習会（11月）、長野県各界連が学習会（9月）、熊本県各界連が学習会（9月）、大阪各界連が学習会（９月）、愛知県各界連が学習会（10月）、東京各界連が学習会（10月）、ほか地域でも多数の学習会が開かれました。

・徳島県各界連が総会（6月）、埼玉県各界連の代表者会議（6月）、神奈川県各界連の代表者会議（7月）など、県・地域各界連の総会がおこなわれました。　
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